
 
 

 

17．「燃費基準達成建設機械認定制度」における新たな燃費基準値

の策定とカーボンニュートラルに向けた今後の取組について 
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１．はじめに 

国土交通省では,地球温暖化対策の一環として,

建設施工現場における省エネルギー化の推進や低

炭素型社会の構築に取り組んでいる。 

平成 22 年度には,先進技術であるハイブリッド

機構や電動機構等を搭載し省エネ化を達成した建

設機械の普及のため,「低炭素型建設機械認定制度」

を創設し,平成 25 年度には建設機械ユーザーが省

エネ効果を数値的に判断できるように,統一的な

燃費の測定方法と目標となる燃費基準値（最も燃

費値の良い値（トップランナー値））を世界で初め

て定め,「燃費基準達成建設機械認定制度」を創設

した。 

また,これら燃費性能の優れた建設機械等の普

及を促進するため,低利融資制度等の金融支援措

置を設けている。 

 
２．燃費基準達成建設機械認定制度の概要 

(１)制度の目的・概要 

燃費基準達成建設機械への関心と理解を深め,

二酸化炭素排出低減に資する燃費基準達成建設機

械の普及促進を図るとともに,地球環境保全に寄

与することを目的に燃費基準達成建設機械認定制

度を運用している。 

燃費基準達成建設機械認定制度の燃費基準値を

達成した建設機械を型式認定しており,認定され

た建設機械はラベル表示が可能となる。 

 

（２）これまでの取り組み 

平成25年4月より油圧ショベル,ブルドーザ,ホイ

ールローダの認定制度を開始した。その後平成30
年4月よりミニショベルの認定を開始した（図-1）。
以上4機種については,令和4年6月末時点で計148型
式を認定している状況である。 
 
３．次期燃費基準策定 

現行燃費基準値（2020 年基準値）においては,各

クラスにおけるトップランナー値を採用した。次

 
図-1 燃費基準達成建設機械認定制度設定・認定の経緯 
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期燃費基準値（2030 年基準値）においては,従前の

トップランナー値を考慮しつつ,普及台数等を考

慮して燃費性能が良くかつ普及しやすい,バラン

ス（燃費性能,導入コスト,施工性等）のとれた基準

値を設定した（図-2）。 

 

（１）ホイールローダの出力区分について 

現行燃費基準値では,40KW 以上 110KW 未満の定

格出力区分において,75KW 未満の認定型式が少な

いため燃費基準値の区分を見直した。区分を細分

化することで,各出力区分に適切な燃費基準値を

設定し燃費基準値の達成に向けた開発を促進する

（図-3）。 

 

（２）次期燃費基準値（案）の達成表示について 

現行の2020年燃費基準値達成においては, 2020

年燃費基準 100％達成建設機械を「☆☆☆」, 85％

達成建設機械を「☆☆」として表示している。次期

燃費基準値（案）の 85%は現行基準値を下回る区分

もあることから設定せず,次期燃費基準として

2030 年燃費基準を「☆☆☆☆」として表示する予

定である。 

 

（３）ホイールクレーンの区分拡大について 

ホイールクレーンの燃費基準達成建設機械認定

制度への追加は,平成 28 年度の「建設施工の地球温

暖化対策検討分科会」において了承されており,令
和 4 年 4 月より認定開始している。 

ホイールクレーンの作業燃費基準値の最大吊り

 
図-2 現行の燃費基準値（上）と次期燃費基準値（下）の考え方の違い 

 

 
図-3 ホイールローダの出力区分 
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荷重区分は,燃費基準値策定時において最大吊り

荷重 79ｔ未満（2011 年規制車）ですべての型式を

網羅できたため, 50ｔ以上 79ｔ未満としていた。 
しかし ,ホイールクレーンのオフロード法の

2014 年規制車では,近年のビル・マンションなどの

高層化や耐震構造強化に伴う建設部材の重量増加

により,ブームが長く吊り上げ能力の高いクレー

ン需要が高まっていることを背景に,80ｔ以上の

型式が販売されていることから,80ｔ以上のホイ

ールクレーンについても燃費基準値の検討が必要

となった（図-4）。 
表-1 にあるように,50t 以上 79t 未満の範囲にあ

る対象機種の燃費評価値は,最大吊り荷重に差が

あっても評価値への影響が大きい仕様が同等であ

り,最大吊り荷重の大型化に伴う評価値の増加は

みられなかった。 
また今回新たに追加検討する 80ｔ以上の区分に

おいても,評価値への影響が大きい仕様は 50t 以上

79t 未満と同等であるため,最大吊り荷加重が増加

したことの評価値への影響は小さく,50t以上 79t未
満と同様の燃費基準値とすることが適当であると

判断した。 
 

 

（４）認定開始までのスケジュールについて 
次期燃費基準値（表-2）における認定開始は,開

発期間を考慮し令和 9 年（2027 年）4 月を予定し

ている。 
 
 
 
 

表-2 次期燃費基準値 

 

 
図-4 ホイールクレーンのオフロード法（２０１４年

規制車）において認定されているホイールクレーンの

販売台数比率 

4.9t〜15t(13t)
23%

15t〜25t(16t,20t)
10%

25t〜50t(25t)
29%

50t〜79t(50t,60t,70t)
23%

79t〜101t(80t,100t)
15%

表-1 最大吊り荷加重区分別の仕様の比較 

補巻作業半径 補巻揚程

60t 5t 36,195 256/1500 700 約12m 約40.5m 1.9 1.7 13.2

70t 5t 41,295 256/1500 700 約13m 約43.3m 2.0 1.4 12.6

Ａ社
(2014)

80t以上 100t 5t 41,295 256/1500 700 約14.5m 約47.0m 1.9 1.3 11.1

Ｂ社
(2011)

50t以上
79t未満

75t 5t 41,035 228/1450 700 約14m 約44.2m 2.0 1.3 10.8

Ｂ社
(2014)

80t以上 80t 5t 41,155 228/1450 700 約14m 約44.2m 2.0 1.3 10.8

型式:D

形式:可変容量P

回転数:dddd

油圧ポンプ

Ａ社
(2014)

50t以上
79t未満

最大吊
り荷重

型式:C

形式:可変容量P

回転数:cccc

作業時出力
(kW/min-1)

作業時無負荷
最低回転速度

(min-1)

ブーム70度全伸姿勢 補巻速度
（上げ）
(m/s)

ブーム上
げ速度
(度/s)

旋回速度
(度/s)

メーカ
(排ｶﾞｽ規制年次)

最大吊
り荷重
区分

補巻
許容
荷重

車両総
重量
(kg)

：評価値への影響が大きい仕様
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４．今後の取り組み（カーボンニュートラルの実現

に向けた革新的建設機械普及・促進事業） 

国内の産業部門におけるCO２排出量の1.4％（推

定値）を占める建設機械としては,地球温暖化対策

としてCO2排出量削減のため,従前はディーゼルエ

ンジンによる燃費向上を進めてきたところである

が,「2050 年までに温室効果ガスの排出を全体とし

てゼロ（カーボンニュートラル）にする」との目標

の実現に向けては,建設機械の動力源の抜本的見

直しが必要である。そのため,建設現場における

CO2 排出量の実質ゼロに向け革新的な建設機械（電

動・水素・バイオ等）の普及に向け,各種支援策を

講じる（図-5）。 

 まず,従前の建設機械（ディーゼル駆動）と比較

して,例えば電動バッテリー駆動の建設機械は一

般的に高価であるから,革新的建設機械の導入に

対しては支援が必要と考える。革新的建設機械の

使用者に対しては,例えば国交省発注工事におい

て優位に評価するなど,インセンティブを与える

とことなどが考えられる。国交省ではまず,支援の

対象建機を明確化するため,「革新的建設機械認定

制度（仮称）」の創設に向けて,現在制度設計等の検

討を進めているところである。 

また従来機と革新的建設機械では,現場におけ

る条件（パワー・駆動時間等）が異なることも想定

されるため,国交省発注工事において革新的建設

機械の現場試行を実施することの検討も行う予定

である。 

  
５．おわりに 

今後はCO2削減促進のため,次期燃費基準の2027

年度に認定を開始するとともに,建設施工分野の

2050年カーボンニュートラル実現に向けて,革新

的建設機械の普及促進に力をいれていく。 
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図-5 カーボンニュートラルの実現に向けた新たな取り組み 
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